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1 背景および目的 

＜背景＞ 

〇令和７年１０月開始の就労選択支援事業の円滑な実施を目指して 

令和７年１０月より施行される就労選択支援事業を円滑に開始させ、実効性のあるサービ

スとするためには、就労を希望する障害者が、就労先や働き方をより適切に検討・選択でき、

本人の特性を踏まえた就労支援の提供や、就労を通じた知識・能力の発揮・向上につなげる

ことが必要である。 

 

〇令和５年度３モデルエリア、令和６年度６モデルエリア（７３名）および実施マニュアル、研修

シラバスおよび教材の開発 

そのため、令和５年度には厚生労働省の「就労の開始・継続段階の支援における地域連携

の実践に関するモデル事業」において、就労移行支援事業所等による就労アセスメントや就

労に関する情報提供などの支援、多機関連携の在り方など、効果的な支援の実施方法等に

ついて、３エリアでのモデル的な取組を通じてノウハウの収集や課題の整理が行われた。ま

た、令和６年度には、厚生労働省の「就労選択支援に係るマニュアル等の開発および研修実

施に向けた試行的調査等業務」を通じて、６エリア・７３名を対象としたモデル実践（タイムスタ

ディ等）を実施するとともに、実施マニュアル、研修シラバスおよび教材が開発された。 

 

【令和６年度モデル事業実施内容】 

 

 

〇すべてはアセスメントが起点 

就労支援のプロセスは、①アセスメント、②アセスメント結果の取りまとめ、③支援計画の

立案、④支援の実行・モニタリングという流れで支援を行うことが効果的であり、就労支援の

初期・中期・後期といった各段階においても、基本的にはこのプロセスを踏んでいる。従っ

て、いずれの段階においてもアセスメントが起点となり、特に就労選択支援においては、各プ

ロセスを本人との協同により進めていくことが基本となるため、その精度が、その後の就労

支援の質を左右する重要な要素となる。 
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〇アセスメントを行う者の専門性（障害特性の理解、適切な見立てを行う力、働く場所や就

労環境の理解） 

就労アセスメントを行う者の専門性としては、身体障害、知的障害、精神障害、発達障害

等、それぞれの障害特性を理解することを基礎とし、面談等を通じて本人のニーズを把握す

るとともに、作業場面等から得られる職業能力に関する客観的データを分析する力が求めら

れる。加えて、それらの情報を踏まえ、就労場面における本人の強みや特性、本人が望む方

向に進む上で課題となること等について、本人と協同して整理する力を兼ね備える必要があ

る。 

さらに、一般就労への支援においては、働く場所（企業）が社会の中に存在することを踏ま

え、働く場所の状況や環境についてもアセスメントを行うことが必要である。本人のアセスメ

ントと働く場所のアセスメントとの相互関係を捉えながら支援を進めていく視点が重要であ

る。 

〇令和６年度モデル実施後の課題認識 

令和６年度にモデル事業を実施し、その結果を踏まえて、６エリア全体に共通する課題を

整理した。令和７年度においては、これらの課題の解消に向けた取組が求められる。 

 

【令和６年度モデル事業 全エリアを通じて】 

課題 説明 

① サービス等の周

知 

 就労選択支援に繋がるまでの見立て（一次アセスメント）が

必要。 

 障害者就業・生活支援センター、ハローワーク、地域障害者

職業センター、医療機関、行政等とも共通の認識が必要。 

 事業の理念やスキームについて理解しておく必要がある。 

②１か月という期間の

中での進め方 

 効果的・効率的に進めていくためには、事前の情報収集・情

報提供が重要。 

 事前にケース会議の日程調整や段取りをしておくことがポイ

ント。 

② 作業課題の設定  地域の中でアセスメント評価を統一する必要があるかの議

論が必要。 

 難易度別に作業課題をどうするのか、設定しておくことが望

ましい。 

 作業種別と難易度のクロス表も準備。 

④アセスメントシート

の使い方 

 「就労支援のためのアセスメントシート」に準拠、地域で統

一、バラバラに運用するなど分かれる。 
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＜目的＞ 

〇（１）事例収集、（２）モデル事業実施、（３）課題の整理・取りまとめ 

 令和５・６年度に実施したモデル事業を参考としながら、都道府県を単位として、地域ブロッ

ク、利用者の状況（新たに就労継続支援Ａ型への利用、就労移行支援３年目の利用、計画相

談支援との連携、在宅での働き方を希望する利用者への支援等）、都市部・地方部・離島等

の地域条件を勘案し、先進事例となり得るモデルの収集を行う。あわせて、タイムスタディ形

式による実践情報等を収集し、強化すべきポイントを整理した上で、実効性の高い「就労選

択支援実施マニュアル（第２版）」の制作につなげる。 

 

〇（４）就労選択支援実施マニュアル（第２版） 

 令和６年度に制作した実施マニュアルを参照しつつ、全国の就労選択支援に関わる関係機

関および自治体等を対象に、事業を円滑に開始・運営するための一助となる「就労選択支援

実施マニュアル（第２版）」の位置づけとして、上記モデル事業実施エリアにおける就労選択

支援の実施事例を取りまとめた「就労選択支援事例集」を制作する。 

 

〇（５）取組内容の周知・啓発 

（１）および（２）モデル事業での実践内容、（３）調査結果、並びに（４）実施マニュアル等の周

知・啓発を目的としたセミナーを開催し、令和９年度の新たな対象者に向けた制度開始につ

なげていく。 

  

 障害種別によっては、「就労移行支援チェックリスト」の活用

が適当となる場合がある。 

 「視点の統一」が重要視される。 

⑤アセスメント結果の

伝え方 

 自己理解を促すための強み／弱みの説明と、行政向けの説

明をどうするかが大切。 

 特に「可能性の伝え方」が重要で、最初のニーズアセスメント

から繋がっている。 

 アセスメント結果でサービスの振り分けになってしまわないよ

うな留意が必要。 

⑥計画相談支援との

連携 

 ケース検討および次の進路に向けた役割分担の整理が必

要。 

 事業所選定・アセスメント内容の引継ぎと役割分担を決める

ことが肝要。 
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2 事業概要 

2.1 事業スケジュール 

事業の実施スケジュールは下記のとおりである。 

【全体スケジュール】 

 

 

2.2 実施体制 

事業の体制図は下記のとおりである。 

【体制図】 
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また、プロジェクトチーム（以下「ＰＴ」という。）およびワーキンググループ（以下「Ｗ

Ｇ」という。）のメンバー、並びに事務局は、下記のとおりである。 

【ＰＴメンバー】 

 

【ＷＧメンバー】 

 

【事務局】  

【PTメンバー】

ご所属 ご役職 お名前 （ふりがな）

(一社)福岡IPS普及協会 就労
支援センターウィズダム

理事長 倉知　延章 くらち　のぶあき

日本知的障害者福祉協会 理事 志賀　正幸 しが　まさゆき

全国社会就労センター協議会 副会長 鈴木　暢 すずき　みつる

（社福）南高愛隣会 理事 釣船　一満 つりふね　かずみつ

（特非）全国就業支援ネットワー
ク

監事 城　貴志 しろ　たかし

（特非）日本相談支援専門員協
会

副代表理事 大平　眞太郎 おおひら　しんたろう

【マニュアルWG】

ご所属 ご役職 お名前 （ふりがな）

高松大学発達科学部 准教授 山口　明日香 やまぐち　あすか

（社福）釧路のぞみ協会 理事 高谷　さふみ たかや　さふみ

（社福）維雅幸育会 統括管理者 奥西　利江 おくにし　としえ

（社福）大阪市障害者福祉・ス
ポーツ協会 大阪市職業リハビリ
テーションセンター

所長 酒井　京子 さかい　きょうこ

（特非）日本学び協会 法人理事 金川　善衛 かながわ　ぜんえ

社会福祉法人加島友愛会 支援部長 玉城 由美子 たましろ　ゆみこ

【事務局】

ご所属 ご役職 お名前 （ふりがな）

（特非）全国就労移行支援事業
所連絡協議会

会長 酒井　大介 さかい　だいすけ

社会福祉法人加島友愛会 支援部長 玉城 由美子 たましろ　ゆみこ

株式会社インサイト 代表取締役 関原　深 せきはら　ふかし

株式会社インサイト 研究主幹 芦川　英嗣 あしかわ　ひでつぐ

【マニュアルWG】

ご所属 ご役職 お名前 （ふりがな）

高松大学発達科学部 准教授 山口　明日香 やまぐち　あすか

（社福）釧路のぞみ協会 理事 高谷　さふみ たかや　さふみ

（社福）維雅幸育会 統括管理者 奥西　利江 おくにし　としえ

（社福）大阪市障害者福祉・ス
ポーツ協会 大阪市職業リハビリ
テーションセンター

所長 酒井　京子 さかい　きょうこ

（特非）日本学び協会 法人理事 金川　善衛 かながわ　ぜんえ

社会福祉法人加島友愛会 支援部長 玉城 由美子 たましろ　ゆみこ

【事務局】

ご所属 ご役職 お名前 （ふりがな）

（特非）全国就労移行支援事業
所連絡協議会

会長 酒井　大介 さかい　だいすけ

社会福祉法人加島友愛会 支援部長 玉城 由美子 たましろ　ゆみこ

株式会社インサイト 代表取締役 関原　深 せきはら　ふかし

株式会社インサイト 研究主幹 芦川　英嗣 あしかわ　ひでつぐ
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3 実施内容 

3.1 モデル事業の実施 

3.1.1 モデル地域の選定 

モデル地域については、都道府県単位で９エリアを選定した。 

選定に当たっては、 

 過去のモデルエリアであり、取組が進んでいて先進事例になり得ること 

 地域ブロックのバランス（東北・北陸・四国が未着手であること） 

 離島を含む地域であること（全国的な課題とされていること） 

といった観点から検討可能なエリアを中心に、厚生労働省と協議の上、抽出した。 

なお、対象は都道府県であるが、県内に複数の福祉圏域等が存在することから、

初期段階において、どの圏域が協力可能であるか確認した上で、最終的な決定を

行った。 

 

【モデルエリア】 

Ｎｏ． 都道府県 特徴 

１ 福島県 東北エリア、県全体（中核市含む）での取組推進 

２ 新潟県 教育分野（特別支援学校）との連携 

３ 福井県 北陸エリア、県および教育分野等との連携 

４ 愛知県 政令市（名古屋市）、知多半田圏域（５市５町） 

５ 滋賀県 令和５年度から本モデル事業を実施 

６ 大阪府 政令市（大阪市）、中核市（東大阪市、高槻・島本エリア） 

７ 香川県 四国エリア、在宅支援において実績豊富 

８ 福岡県 政令市（福岡市）、中核市（北九州市） 

９ 鹿児島県 離島を含むエリア（奄美大島等） 

 

  



9 

 

3.1.2 事前説明会および現地説明会の開催 

本モデル事業の実施に当たり、事前説明会（オンライン）および現地説明会を実施

した。なお、現地説明会と併せて、関係機関の視察も実施した。 

＜事前説明会＞ ※ オンライン（ＺＯＯＭ）で実施 

日時 対象エリア 

５／２６（月）１１：００～ 香川県 

５／２８（水）１３：００～ 福岡県 

５／３０（金）１５：００～ 滋賀県 

６／２（月）９：００～ 愛知県（名古屋市） 

６／２（月）１０：３０～ 福井県 

６／３（火）１０：００～ 福島県 

６／５（木）１０：００～ 鹿児島県 

６／６（金）９：００～ 大阪府 

６／６（金）１１：００～ 新潟県 

６／１１（水）１３：００～ 愛知県（知多半田圏域） 

 

＜現地説明会＞  

※ 開催方法は原則として対面としたが、エリアからの希望があった場合には、ハイ

ブリッド形式で実施した。 

日時 対象エリア 開催場所 参加人数 

６／２０（金）

１３：３０～ 

鹿児島県 奄美市社会福祉センター

４階会議室 

２９名（会場：１５名

オンライン：１４名） 

６／２３（月）

１３：３０～ 

新潟県 ＤＯＮＢＡＳＳ ＣＯＦＦＥＥ 

ＲＯＡＳＴＥＲＳ 

２５名（会場：２３名

オンライン：２名） 

６／２４（火）

１３：００～ 

福岡県 大牟田文化会館 第三会

議室 

２５名（会場：２０名

オンライン：５名） 

７／８（火） 

１３：００～ 

香川県 サンポート高松５４会議室 ４３名 

７／１０（木）

１３：００～ 

福井県 福井市地域交流プラザＡ

ＯＳＳＡ ６Ｆ 

３２名 

７／２３（水）

１３：３０～ 

福島県 郡山市市民交流プラザ７

階 

２７名（会場：１４名

オンライン：１２名） 

８／６（水） 

９：００～ 

滋賀県 滋賀県社会就労事業振興

センター 

８名 
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８／１８（月）

１５：３０～ 

愛知県 

（知多半田圏域） 

雁宿ホール ８名 

８／２０（水）

１０：００～ 

愛知県 

（名古屋市） 

ハローワーク名古屋中１０

Ｆ会議室 

４０名（会場：３１名

オンライン：９名） 

８／２７（水）

１５：００～ 

大阪府 加島友愛会会議室 ２６名 

 

＜関係機関の視察＞  

日時 対象エリア 視察先 

６／２０（金）

９：００～ 

鹿児島県 社会福祉法人聖隷福祉事業団 聖隷チャレン

ジ工房カナン、社会福祉法人三環舎 障がい

福祉サービス事業所夢来夢来 

６／２３（月）

９：００～ 

新潟県 新潟県立江南高等特別支援学校、社会福祉法

人とよさか福祉会 ドンバスの家 

６／２４（火） 

１０：００～ 

福岡県 社会福祉法人キリスト者奉仕会 障害者就労・

自立支援センターたんぽぽ、ＮＰＯ法人福岡ジ

ョブサポート 障がい者のはたらく拠点ジョブ

サポート箱崎 

７／８（火） 

１０：３０～ 

香川県 かがわ総合リハビリテーション成人支援施設 

７／１０（木）

９：３０～ 

福井県 社会福祉法人福授園 神中事業所、株式会社

Ｋｕｌｉａ Ｆｅｅｌｓ、社会福祉法人光道園 就労支

援事業所フ・クレール 

７／２４（木） 

１０：００～ 

福島県 社会福祉法人ほっと福祉記念会 多機能型事

業所からふる 

８／６（水） 

１５：００～ 

滋賀県 社会福祉法人あすこみっと、ＮＰＯ法人滋賀県

社会就労事業振興センター 

８／１９（火）

９：００～ 

愛知県 

（知多半田圏域） 

社会福祉法人半田市社会福祉協議会 といろ

わーく、社会福祉法人ダブルエッチジェー み

らいカレッジ 

８／１９（火） 

１６：００～ 

愛知県 

（名古屋市） 

名古屋総合リハビリテーションセンター 障害

者就労支援センターめいりは 

８／２７（水） 

１３：３０～ 

大阪府 社会福祉法人北摂杉の子会 ジョブジョイント

おおさか、社会福祉法人加島友愛会 Ｌｉｎｋ 
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3.1.3 地域づくり研修の実施 

現地説明会における事業説明後、実施を希望したエリア（現地説明会の打診時に意

向確認を実施）に対しては、「地域づくり研修」として、令和６年度モデル事業の成果

物「就労選択支援実施マニュアル」の参考資料に位置づけられる「就労選択支援ワー

クシート」を活用し、就労選択支援を各エリアにおいてどのように展開していくかを検

討する研修を実施した。当該研修では、自立支援協議会や多機関連携によるケース

会議を想定し、説明会参加者によるグループワークを取り入れた。 
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3.1.4 実施内容 

3.1.4.1 モデル事例の対象 

収集する事例の対象については、主に以下の５点を意識し、各モデルエリアにおいて

事前サーベイを実施した上で、対象者を選定した。 

 

  

事例対象 内容 

① 新たに就労継続

支援Ａ型を利用

する意向がある

者 

Ａ型利用希望者に対する就労選択支援の円滑な実施に

向け、実施上の留意点、課題点等に関する情報を収集す

る。具体的には、就労継続支援Ａ型を利用する意向のある

者に就労選択支援サービスを提供する際における、サービ

ス実施前に行うハローワーク、計画相談支援事業所、障害

者就業・生活支援センター、地域障害者職業センター、支

給決定権者等、関係機関との調整や役割分担等に関する

情報や課題点について重点的に収集する。 

② 就労移行支援に

おける標準利用

期間を超えて利

用する意向のあ

る 者 （ ３ 年 目 利

用） 

就労移行支援更新者に対する就労選択支援の円滑な実

施に向け、実施上の留意点、課題点等に関する情報を収

集する。具体的には、標準利用期間を超えて就労移行支

援を利用する意向のある者への就労選択支援を実施する

場合の、指定特定計画相談支援事業所、支給決定を行う

自治体、サービス実施前に行うサービスを提供する当該

就労移行支援事業所等、関係機関との調整や役割分担等

に関する情報や課題点について重点的に収集する。 

③ 就労選択支援と

計画相談支援の

連携事例 

就労選択支援における計画相談支援（基幹、委託、指定

特定相談、セルフプラン）の連携事例を収集し、連携の実

態、課題点、好事例等を収集する。 

④ 在宅支援および

在宅就労の意向

がある者並びに

重度障害者 

在宅支援および在宅就労の意向がある者や重度障害者

に対する就労選択支援の円滑な実施に向け、実施上の留

意点、課題点等に関する情報を収集する。 

⑤ 令和７年１０月か

ら就労選択支援

を開始した実施

事例 

就労選択支援事業所の整備状況や実施状況、就労選択

支援を積極的に実施する地域の取組事例、就労選択支援

を通じた地域づくりやネットワークづくり、指定申請に係る

運用、協議会や自治体との連携等に関する情報を収集す

る。 
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3.1.4.2 モデル事業の流れ 

本モデル事業では、各エリアでの実施を円滑に進めるため、当該地域において弊社

と密に連絡を取り、能動的に活動いただけるエリア代表者を配置した。そのうえで、

下記の基準に基づき、モデル事例の対象者について、各エリアにおいて選定を進め

ていただいた。その結果、各エリアから収集された事例数は、以下のとおり計５１ケー

スとなった。 

また、各エリアでの事業実施後には、それぞれ取り組んだ事例（ケース）について、オ

ンラインによるヒアリング（振り返り会）を実施した。その際には、実施事業者（現場）の

意見を尊重した上で、事例集への掲載対象となるケースの選定を行った。 

 

＜モデル事例数および対象者の基準＞ 

項目 内容 

事例数 １つのモデル地域につき、５名以上の事例を収集する。 

事例対象者 上記①～⑤に該当する者 

 

＜各エリア事例数＞ 

  Ｎｏ エリア ① ② ③ ④ ⑤ 件数計 

１ 福島県 １ ２ ２  １ ６ 

２ 新潟県    ３ ３ ６ 

３ 福井県 ３  ２  １ ６ 

４ 愛知県 １ １ １ ３ ２ ８ 

５ 滋賀県 ２  １   ３ 

６ 大阪府 ２ １ １  ２ ６ 

７ 香川県    ３ ２ ５ 

８ 福岡県 １ １ ２ １ ２ ７ 

９ 鹿児島県 １ １  １ １ ４ 

計  １１ ６ ９ １１ １４ ５１ 
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3.2 モデル事業実施結果のまとめ 

3.2.1 タイムスタディ 

今回、本モデル事業に取り組んだ５１名を対象に、タイムスタディを実施した。 

 

● タイムスタディ結果概要 

実施の結果、昨年度に同一の仕様で実施したタイムスタディの結果データと、ほぼ同

様の傾向が確認された。結果全体のおおまかなポイントは、以下のとおりとである。 

＜ポイント＞ 

 「作業場面等を活用した状況把握（アセスメント）」の開始前、概ね１か月程度

前から調整を開始している。 

 「作業場面等を活用した状況把握（アセスメント）」を開始してから、ほとんどの

ケースにおいて、１か月以内にモデル事業の実施が完了している。 

 １か月以降については、多機関連携によるケース会議の実施や、アセスメント

結果の作成に、数日程度要している。 

 

● 各実施内容の回数・所要時間 

期間を「～基準日」（基準日＝作業場面等を活用した状況把握〔アセスメント〕の初

日）、「基準日～３０日」、「３１日以上」の３区分に分け、それぞれの実施回数および所

要時間を集計した。 

その結果、「基準日～３０日」の区分において、回数ベースでは７３．３％（令和６年

度調査：７１．９％）、時間ベースでは８６．８％（令和６年度調査：８１．６％）の活動が終

了していることが確認された。 

なお、「３１日以上」実施されていたケースは１１件であったが、このうち６件は４０日

目までに終了していた。これらのケースでは、事業者等との連絡調整や多機関連携に

よるケース会議が１～２回程度行われたのみであった。 

残る５件については、おおむね６０日以上を要しており、 

・ 通勤に対する不安が強く、安定した通所が困難であった 

・ 開始後１か月間入院していた 

・ 症状悪化のリスクが高く、ラポール形成に時間を要した 

・ アセスメントに時間を要した（１か月目はアセスメントのみ実施） 

といった、個別性の高い理由によるものであり、いずれも例外的なケースとして、標

準的な実施期間を超過していた。 
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【回数】

～基準日 基準日～30日 31日以上 計

事前準備 101 18 4 123

本人への情報提供等 22 40 8 70

作業場面等を活用した状況把握 0 347 20 367

多機関連携によるケース会議 12 53 15 80

アセスメント結果の作成 4 147 16 167

事業者等との連絡調整 22 45 13 80

計 161 650 76 887

（構成比）

～基準日 基準日～30日 31日以上 計

事前準備 11.4% 2.0% 0.5% 13.9%

本人への情報提供等 2.5% 4.5% 0.9% 7.9%

作業場面等を活用した状況把握 0.0% 39.1% 2.3% 41.4%

多機関連携によるケース会議 1.4% 6.0% 1.7% 9.0%

アセスメント結果の作成 0.5% 16.6% 1.8% 18.8%

事業者等との連絡調整 2.5% 5.1% 1.5% 9.0%

計 18.2% 73.3% 8.6% 100.0%

【所要時間】

～基準日 基準日～30日 31日以上 計

事前準備 95:01 18:55 1:00 114:56

本人への情報提供等 19:50 63:57 12:47 96:34

作業場面等を活用した状況把握 0:00 1209:38 35:09 1244:47

多機関連携によるケース会議 20:30 63:40 16:09 100:19

アセスメント結果の作成 6:00 263:45 23:15 293:00

事業者等との連絡調整 11:05 29:10 9:15 49:30

計 152:26 1649:05 97:35 1899:06

（構成比）

～基準日 基準日～30日 31日以上 計

事前準備 5.0% 1.0% 0.1% 6.1%

本人への情報提供等 1.0% 3.4% 0.7% 5.1%

作業場面等を活用した状況把握 0.0% 63.7% 1.9% 65.5%

多機関連携によるケース会議 1.1% 3.4% 0.9% 5.3%

アセスメント結果の作成 0.3% 13.9% 1.2% 15.4%

事業者等との連絡調整 0.6% 1.5% 0.5% 2.6%

計 8.0% 86.8% 5.1% 100.0%
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● 各実施内容の最大・最小値 

 

【各実施内容の最大・最小値】 

※左：回数、右：時間 

 

 

● 当初の希望／アセスメント後（ＭＡ） ［ｎ＝４０］ 

対象者について、本モデル事業開始当初の就労に対する希望と、アセスメント等実

施後の希望の変化について整理したところ、希望に変化のなかったケース（グレーの

網掛け）は、回答のあった４０件のうち１６件（４0．０％）であり、対象者の６割はアセス

メント等実施後に希望の変化が見られた。 

回答のうち、希望が変化した事例として多かったのは、「当初：一般就労」から「実

施後：就労継続支援Ａ型」への変更が８件、「当初：一般就労」から「実施後：就労移行

支援」への変更が４件であった。また、「当初：就労継続支援Ａ型」から「実施後：就労

継続支援Ｂ型」、および「当初：一般就労」から「実施後：就労継続支援Ｂ型」への変更

はいずれも２件であった。 

 

  

期間

Max 137日

Min 15日

事前準備 本人への情報提供等

Max 10 7:30 7 13:30

Min 1 0:30 1 0:20

作業場面等を活用した状況把握 多機関連携によるケース会議

Max 17 65:00 5 11:00

Min 1 0:50 1 0:55

アセスメント結果の作成 事業者等との連絡調整

Max 13 34:00 13 7:45

Min 1 0:30 1 0:10

準備計 本体計

Max 10 7:30 32 84:00

Min 1 0:30 2 3:30

当初の希望＼アセスメント後 就労移行 就労A 就労B 一般就労 在宅就労
医療機関
受診

進学 計

就労移行 1 1 2
就労A 1 6 2 1 10
就労B 4 4
一般就労 4 8 2 3 1 18
在宅就労 1 1 1 3
進学 1 1 2
分からない 1 1
計 8 14 10 5 1 1 1 40
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3.2.2 調査個票の取りまとめおよび分析 

タイムスタディに加え、今回のモデル事業の実施に当たり、実施事業所の協力を得て、

上記５１名分の個票を作成いただき、モデル対象者に係るデータの傾向について分析

を行った。 

  

調査対象者　個票

基本情報

初受付日

対象者No.

年代 性別 属性

主な障害種別 その他（ ）

相談支援との連携①

利用中（or予定）の相談支援機関 事業所名

事業説明・本人への情報提供（インテーク）

所要時間 場所 → その他の場合 （ ）

本人以外の同席者（複数記入可） その他（ ）

主な説明・質問内容1

主な説明・質問内容2

主な説明・質問内容3

※ 適宜行を追加

本人（または家族）の理解度の見立て

結論（面談後の動き）

作業場面等を活用したアセスメント

実施場所 → その他の場合 （ ）

使用したアセスメントシート

実施回数 回 １回あたりの平均所要時間 ｈ

実施の際に工夫・配慮したこと

アセスメント結果まとめ（概要）

本人へのフィードバック時の同席者 その他（ ）

本人（または家族）の理解度の見立て

多機関連携によるケース会議

実施回数 回

参加者・機関（第1回） その他（ ）

会議概要（第1回）

参加者・機関（第2回） その他（ ）

会議概要（第2回）

参加者・機関（第3回） その他（ ）

会議概要（第3回）

※ ４回以上開催した場合は適宜行を追加

結論（方向性）

事業者等との連絡調整

相談支援との連携②

連絡調整の内容（相談支援）

主な連絡調整先1 その他（ ）

連絡調整の内容１

主な連絡調整先2 その他（ ）

連絡調整の内容２

主な連絡調整先3 その他（ ）

連絡調整の内容３

※ 適宜行を追加
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＜モデル対象者の基本情報＞ 

● 年代（ＳＡ）［ｎ＝４７］ 

対象者の年齢は、「～１８歳」が１６件（３４．０％）と最も多く、次いで「３０代」が１０件（２

１．３％）となっている。 

● 性別（ＳＡ）［ｎ＝５１］ 

対象者の性別は、「男性」が３７件（７２．５％）、「女性」１４件（２７．５％）となっている。 

● 属性（ＳＡ）［ｎ＝３７］ 

対象者の属性は、「（令和７年１０月以降）実利用者」が１１件（２９．７％）と最も多く、次

いで「在宅」が９件（24.3％）となっている。 

 

※ 本ページ以降のすべてのグラフの構成比については、小数点以下第２位を 

四捨五入しているため、比率の合計が１００％とならないことがある。  

回答 件数 構成比

～18歳 16 34.0%

19～22歳 7 14.9%

23～29歳 5 10.6%

30代 10 21.3%

40代 7 14.9%

50代 2 4.3%

60歳以上 0 0.0%

計 47 100.0%

無回答 4

年代

34.0%

14.9%
10.6%

21.3%

14.9%

4.3% 0.0%

～18歳

19～22歳

23～29歳

30代

40代

50代

60歳以上

回答 件数 構成比

男 37 72.5%

女 14 27.5%

計 51 100.0%

無回答 0

性別

72.5%

27.5%

男

女

回答 件数 構成比

A型新規利用 7 18.9%

3年目利用 5 13.5%

在宅 9 24.3%

セルフプラン 5 13.5%

（Ｒ７．１０以降）実利用者 11 29.7%

計 37 100.0%

無回答 14

属性

18.9%

13.5%

24.3%

13.5%

29.7% A型新規利用

3年目利用

在宅

セルフプラン

（Ｒ７．１０以降）実利用者
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● 主な障害種別（MA）［ｎ＝５１］ 

対象者の主な障害種別は、「知的障害」と「精神障害」」がともに２１件（４１．２％）と最

も多く、次いで「身体障害」が１１件（２１．６％）となっている。 

＜相談支援事業との連携①＞ 

● （開始時に）利用中（または利用予定）の相談支援の事業（ＳＡ）［ｎ＝４９］ 

本モデル事業開始時に対象者が利用中（または利用予定）であった相談支援事業は、

「指定特定相談支援」が３９件（７９．６％）と最も多く、次いで「基幹相談支援センター」

が８件（１６．３％）だった。 

＜事業説明・本人への情報提供（インテーク）＞ 

● 所要時間（ＳＡ）［ｎ＝４３］ 

インテークに要した所要時間は、「３０ｍ～１ｈ」が２０件（４６．５％）と最も多く、次いで

「１～１．５ｈ」が１５件（３４．９％）となっている。 

回答 件数 構成比

30分未満 1 2.3%

30ｍ～1ｈ 20 46.5%

１～１．５ｈ 15 34.9%

1.5ｈ以上 7 16.3%

計 43 100.0%

無回答 8

所要時間

2.3%

46.5%

34.9%

16.3%

30分未満

30ｍ～1ｈ

１～１．５ｈ

1.5ｈ以上

回答 件数 構成比

身体障害 11 21.6%

知的障害 21 41.2%

精神障害 21 41.2%

発達障害 9 17.6%

高次脳機能障害 1 2.0%

難病 3 5.9%

計 66

主な障害種別

11

21 21

9

1

3

0

5

10

15

20

25

身
体
障
害

知
的
障
害

精
神
障
害

発
達
障
害

高
次
脳
機
能
障
害

難
病

回答 件数 構成比

基幹相談支援センター 8 16.3%

指定特定相談支援 39 79.6%

市町村相談支援事業 2 4.1%

計 49 100.0%

無回答 2

利用中（or予定）の相談支援機関

16.3%

79.6%

4.1%

基幹相談支援センター

指定特定相談支援

市町村相談支援事業
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● 場所（ＳＡ）［ｎ＝４３］ 

インテークを実施した場所は、「自事業所」が２７件（６２．８％）と最も多く、次いで「対

象者自宅」が７件（１６．３％）となっている。（「ナカポツ」：障害者就業・生活支援センタ

ーを指す。以下同じ。） 

● 本人以外の同席者（ＭＡ）［ｎ＝５１］ 

インテークの場面での本人以外の同席者は、「相談支援専門員」が３６件（70.6％）と

最も多く、次いで「家族」が２５件（４９．０％）となっている。 

 

＜作業場面等を活用した状況把握（アセスメント）＞ 

● 実施場所（ＳＡ）［ｎ＝４０］ 

作業場面等を活用した状況把握（アセスメント）の実施場所は、「自事業所」が３１件

（７７．５％）と最も多く、次いで「対象者自宅」が６件（１５．０％）となっている。  

回答 件数 構成比

家族 25 49.0%

事業所スタッフ 21 41.2%

相談支援専門員 36 70.6%

学校教諭 9 17.6%

ナカポツ職員 0 0.0%

計 91

本人以外の同席者
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回答 件数 構成比

自事業所 31 77.5%

対象者自宅 6 15.0%

相談支援事業所 0 0.0%

教育機関 3 7.5%

ナカポツ 0 0.0%

計 40 100.0%

無回答 11

実施場所

77.5%

15.0%

0.0%
7.5%

0.0%

自事業所

対象者自宅

相談支援事業所

教育機関

ナカポツ

回答 件数 構成比

自事業所 27 62.8%

対象者自宅 7 16.3%

相談支援事業所 3 7.0%

教育機関 4 9.3%

ナカポツ 2 4.7%

計 43 100.0%

無回答 8

場所

62.8%
16.3%

7.0%

9.3%

4.7%

自事業所

対象者自宅

相談支援事業所

教育機関

ナカポツ
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● 実施回数（ＮＡ）［ｎ＝４９］ 

作業場面等を活用した状況把握（アセスメント）の実施回数は、「５回」が１０件（２０．

４％）と最も多く、次いで「１０回」が７件（１４．３％）となっている。 

 

● １回あたりの平均所要時間（ＮＡ）［ｎ＝４８］ 

アセスメント１回あたりの平均所要時間は、「１ｈ」と「２ｈ」がともに１０件（２０．８％）と最

も多く、次いで「４ｈ」が９件（１８．８％）となっている 

 

  

回数 件数 構成比

0 0 0.0%

1 1 2.0%

2 1 2.0%

3 6 12.2%

4 2 4.1%

5 10 20.4%

6 4 8.2%

7 3 6.1%

8 5 10.2%

9 5 10.2%

10 7 14.3%

11 1 2.0%

12 1 2.0%

13 1 2.0%

14 1 2.0%

15 0 0.0%

16～ 1 2.0%

計 49 100.0%

無回答 2

実施回数
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1 1
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1 1 1 1

0

1
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時間 件数 構成比

0 0 0.0%

1 10 20.8%

2 10 20.8%

3 5 10.4%

4 9 18.8%

5 6 12.5%

6 2 4.2%

7 6 12.5%

8 0 0.0%

9～ 0 0.0%

計 48 100.0%

無回答 3

１回あたりの平均所要時間
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● 本人へのフィードバック時の同席者（ＭＡ）［ｎ＝５１］ 

本人へのフィードバック時の同席者は、「事業所スタッフ」が３０件（５８．８％）と最も多

く、次いで「相談支援専門員」が２５件（４９．０％）となっている。 

● 本人（または家族）の理解度の見立て（ＳＡ）［ｎ＝４８］ 

本人へのフィードバックに対する理解度の見立ては、「必要最低限の事項は理解して

いる」が２４件（５０．０％）と最も多く、次いで「十分理解している」が２２件（４５．８％）

となっている。 

＜多機関連携によるケース会議＞ 

● 実施回数（ＮＡ）［ｎ＝４９］ 

多機関連携によるケース会議の実施回数は、「１回」が３２件（６５．３％）と最も多く、次

いで「２回」が１１件（２２．４％）となっている。  

回答 件数 構成比

十分理解している 22 45.8%

必要最低限の事項は理解
している

24 50.0%

あまり理解できていない 2 4.2%

まったく理解できていな
い

0 0.0%

計 48 100.0%

無回答 3

本人（または家族）の理解度の見立て

45.8%

50.0%

4.2% 0.0%

十分理解している

必要最低限の事項は理解して

いる

あまり理解できていない

まったく理解できていない

回数 件数 構成比

0 0 0.0%

1 32 65.3%

2 11 22.4%

3 5 10.2%

4 1 2.0%

5 0 0.0%

6～ 0 0.0%

計 49 100.0%

無回答 2

実施回数
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1
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回答 件数 構成比

家族 22 43.1%

事業所スタッフ 30 58.8%

相談支援専門員 25 49.0%

学校教諭 9 17.6%

ナカポツ職員 0 0.0%

計 86
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● 参加者・参加機関（第１回）（ＭＡ）［ｎ＝５１］ 

多機関連携によるケース会議（第１回）の参加者・参加機関は、本人（４１件・８０．４％）

を除くと、「相談支援事業」が３２件（６２．７％）と最も多く、次いで「家族等」が 23 件

（４５．１％）となっている。 

● 参加者・参加機関（第２回）（ＭＡ）［ｎ＝５１］ 

多機関連携によるケース会議（第２回）の参加者・参加機関は、本人（１５件・２９．

４％）を除くと、「相談支援事業」が１２件（２３．５％）と最も多く、次いで「家族等」が９

件（１７．６％）となっている。 

● 参加者・参加機関（第３回）（ＭＡ）［ｎ＝５１］ 

多機関連携によるケース会議（第３回）の参加者・参加機関は、本人（７件・１３．７％）

を除くと、「相談支援事業」が６件（１１．８％）と最も多く、次いで「就労移行」が３件（５．

９％）となっている。 

  

回答 件数 構成比

就労移行 3 5.9%

就労Ａ 0 0.0%

就労Ｂ 0 0.0%

ナカポツ 0 0.0%

相談支援事業 6 11.8%

教育機関 1 2.0%

行政 0 0.0%

ハローワーク 0 0.0%

本人 7 13.7%

家族等 2 3.9%

計 19

参加者・機関（第3回）
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回答 件数 構成比

就労移行 11 21.6%

就労Ａ 0 0.0%

就労Ｂ 0 0.0%

ナカポツ 0 0.0%

相談支援事業 32 62.7%

教育機関 11 21.6%

行政 8 15.7%

ハローワーク 6 11.8%

本人 41 80.4%

家族等 23 45.1%

計 132
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回答 件数 構成比

就労移行 5 9.8%

就労Ａ 0 0.0%

就労Ｂ 0 0.0%

ナカポツ 0 0.0%

相談支援事業 12 23.5%

教育機関 2 3.9%

行政 3 5.9%

ハローワーク 1 2.0%

本人 15 29.4%

家族等 9 17.6%

計 47
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● 参加者・参加機関（合計）（延べ）  

多機関連携によるケース会議の参加者・参加機関の合計人数（延べ）は、本人（６３

件）を除くと、「相談支援事業」が５０件と最も多く、次いで「家族等」が３４件となって

いる。 

 

＜事業者等との連絡調整＞ 

● 相談支援事業との連携②（連絡調整を行った相談支援事業の種類）（ＳＡ）［ｎ＝４６］ 

アセスメント後に連絡調整を行った相談支援事業は、「指定特定相談支援」が３５

件（７６．１％）と最も多く、次いで「基幹相談支援センター」が９件（１９．６％）だった 

 

● 主な連絡調整先（ＭＡ）［ｎ＝５１］ 

アセスメント後の主な連絡調整先は、「行政」が１４件（２７．５％）と最も多く、次いで

「教育機関」と「ハローワーク」がともに８件（１５．７％）となっている。  

回答 第1回 第2回 第3回 合計

就労移行 11 5 3 19

就労Ａ 0 0 0 0

就労Ｂ 0 0 0 0

ナカポツ 0 0 0 0

相談支援事業 32 12 6 50

教育機関 11 2 1 14

行政 8 3 0 11

ハローワーク 6 1 0 7

本人 41 15 7 63

家族等 23 9 2 34

計 132 47 19 198

参加者・機関（合計）
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相談支援事業

教育機関

行政

ハローワーク

本人

家族等

参加者・機関（合計）

第1回 第2回 第3回

回答 件数 構成比

基幹相談支援センター 9 19.6%

指定特定相談支援 35 76.1%

市町村相談支援事業 2 4.3%

計 46 100.0%

無回答 5

相談支援事業との連携②

19.6%

76.1%

4.3%

基幹相談支援センター

指定特定相談支援

市町村相談支援事業

回答 件数 構成比

就労移行 7 13.7%

就労Ａ 0 0.0%

就労Ｂ 0 0.0%

ナカポツ 0 0.0%

相談支援事業 4 7.8%

教育機関 8 15.7%

行政 14 27.5%

ハローワーク 8 15.7%

計 41
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3.3 就労選択支援事例集の作成 

本事業では、全国の就労選択支援に関わる関係機関や自治体等を対象に、事業

を円滑に開始・運営するための一助となることを目的として、「就労選択支援事例集」

を作成した。 

作成にあたっては、ＷＧにおいて内容の協議を行うとともに、実働メンバーを募り、現

地執筆者に対するフォローや事例集原稿作成の補助を行った。 

 

〇 事例集作成プロセス 

日時 会議 概要 

令和７年６月５日 第１回ＰＴ会議 作成方針協議・決定 

令和７年６月１０日 第１回ＷＧ会議 方向性の確認および意見交換 

令和７年７月２２日 第２回ＷＧ会議 作業体制および役割分担の決定 

令和７年８月２９日 第３回ＷＧ会議 事例集構成および内容の検討 

令和７年９月２５日 第２回ＰＴ会議 進捗報告および意見交換 

令和７年１２月２４日 第４回ＷＧ会議 執筆スケジュールおよび体制・役割の

確認 

令和７年１２月２５日 第３回ＰＴ会議 進捗報告および意見交換 

令和８年１月～３月  モデル事業所およびＷＧ実働メンバ

ーによる原稿執筆作業 

令和８年２月１９日 第４回ＰＴ会議 進捗報告および意見交換 

  

3.3.1 就労選択支援事例集の内容 

前項のプロセスを経て完成した事例集の構成については、以下のとおりとなってい

る。 

 

＜目次＞ 

はじめに 

第１章 全国における就労選択支援の取組  

（モデルエリアの取組事例） 

第２章 個別ケースから見る就労選択支援 

（個別ケースへの実施事例） 
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3.4 取組内容の周知、啓発 

3.4.1 モデル事業成果報告会の開催 

本事業における取組が一定の成果としてまとめられ

たことから、成果報告会を実施した。 

参加者の募集にあたっては、厚生労働省から各都

道府県を通じて広く周知を行ったところ、当日参加

１，４４７名（現地参加７０名＋オンライン参加１，３７７

名）、後日動画配信の視聴希望者は１，０３６名とな

り、合計２，４８３名の応募があった。これらの結果か

ら、就労選択支援事業に対する関心の高さが際立っ

てうかがえた。 

 

＜開催内容＞ 

日時：令和８年３月１６日（月）１０：３０～１６：３０  

場所： 全水道会館大会議室 

 

＜プログラム＞ 

＜参考＞ 後日動画視聴者数（令和８年３月３１日現在） 

① 地域づくりを推進した取組報告：５８０件 

② 計画相談支援と連携した取組報告：４２８件 

③ 支給決定の在り方やタイミングを検討した取組報告：３４４件 

④ 在宅支援・在宅就労の意向がある者への取組報告：２６６件 
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⑤ 教育機関と連携した取組報告：３３４件 

⑥ 離島・過疎地における取組報告：１９２件 

合計（延べ）２，１４４件 

 

3.4.2 参加者アンケート結果 

成果報告会終了後、参加者（会場＋オンライン）を対象にアンケートを実施した。 

回答者５０９名のうち、所属については、「就労継続支援Ｂ型」が２４．４％と最も多く、

次いで「就労移行支援」が１７．５％、「相談支援事業」「教育機関」が１１．２％という結

果であった。 

 

次に、研修の満足度および理解度については、 

総合満足度：４．３点（５点満点） 

総合理解度：４．１点（５点満点） 

と高評価が得られ、研修内容が参加者に十分理解されたことが確認された。 
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● 就労選択支援の実施状況（ＳＡ） ［ｎ＝３３５］ 

回答者５０９名の所属事業所等のうち、「非該当」を除くと、「実施中」が９５件（２８．

４％）で最も多く、次いで「検討中」が８８件（２６．３％）となっていた。また、実施予定

のない事業所等からの参加者も４６件（１３．７％）いた。 

 

 

● 実践意欲（ＳＡ） ［ｎ＝５０９］ 

「本日の研修で学んだ内容を、実践してみようと思いますか。」という設問に対し、「必

ず実践する」「まあ実践する」と回答した参加者が９５．１％を占めた。このことから、本

研修が知識の習得にとどまらず、行動意識の向上につながったことがうかがえる。 
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● 内容伝達（ＳＡ） ［ｎ＝５０９］ 

「本日の研修で学んだ内容を、事業所の他メンバーに伝えますか（※業務報告以

外）。」という設問に対し、「必ず伝える」「ある程度伝える」と回答した参加者が９７．

７％を占めた。このことから、研修を通じて、法人・事業所として考えるべき課題や取

組等が参加者に認識されたことがうかがえる。 

 

 

● 組織変容（ＳＡ） ［ｎ＝５０９］ 

「本日の研修を受けて、事業所全体はどうなると思いますか。」という設問に対し、「か

なり良くなる」「やや良くなる」と回答した参加者が８１．０％を占めた。このことから、研

修内容が就労選択支援事業所に限らず、参加者の所属する様々な障害福祉サービ

ス事業所や関係機関にとって、有用な情報として受け止められていたことがうかがえ

る。 
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次に、研修動画を後日視聴した者に対して実施したアンケートでは、回答者８８名の

うち、所属については「就労継続支援Ｂ型」が２７．３％と最も多く、次いで「相談支援

事業」が１９．３％という結果であった。 

 

研修の満足度および理解度については、 

総合満足度：４．１点（５点満点） 

総合理解度：３．９点（５点満点） 

と、当日参加者よりも若干低いものの、高評価を得ており、研修内容が参加者に一定

程度理解されたことが確認された。 
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● 就労選択支援の実施状況（ＳＡ） ［ｎ＝５９］ 

回答者８８名の所属事業所等のうち、「非該当」を除くと、「実施中」が２５件（４２．４％）

で最も多く、次いで「検討中」が１７件（２８．８％）となった。このことから、後日動画視

聴は、すでに指定を受けている事業所において比較的関心が高かったことがうかが

える。 

 

 

● 実践意欲（ＳＡ） ［ｎ＝８８］ 

「本日の研修で学んだ内容を実践してみようと思いますか。」という設問に対し、「必

ず実践する」「まあ実践する」と回答した参加者が９０．９％を占めた。このことから、本

研修が知識の習得にとどまらず、行動意識の向上につながったことがうかがえる。 
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● 内容伝達（ＳＡ） ［ｎ＝８８］ 

「本日の研修で学んだ内容を、事業所の他のメンバーに伝えますか（※業務報告以

外）。」という設問に対し、「必ず伝える」「ある程度伝える」と回答した参加者が９５．

５％を占めた。このことから、研修を通じ、法人・事業所として考えるべき課題や取組

等が参加者に認識されたことがうかがえる。 

 

 

● 組織変容（ＳＡ） ［ｎ＝８８］ 

「本日の研修を受けて、事業所全体はどうなると思いますか。」という設問に対し、「か

なり良くなる」「やや良くなる」と回答した参加者が６９．４％であった。当日参加者と比

較すると割合は低くなっているものの、約７割の参加者の所属する様々な障害福祉

サービス事業所や関係機関において、研修内容が有用な情報として受け止められて

いたことは、研修効果としては十分評価できる結果といえる。 
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4 成果の公表方法 

本報告書を、弊社ウェブサイト（ｈｔｔｐｓ：//ｉｎｓｗｅｂ．ｊｐ/）で一般公開する。 

また、厚生労働省ウェブサイトでも成果物一覧として公表するとともに、ご活用いただけ

る場面でのＰＤＦ配布に協力する。 

 

以上 

 


